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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第60期 

第２四半期累計期間 
第61期 

第２四半期累計期間 
第60期 

会計期間 
自 平成25年７月１日 
至 平成25年12月31日 

自 平成26年７月１日 
至 平成26年12月31日 

自 平成25年７月１日 
至 平成26年６月30日 

売上高 （千円） 4,899,832 4,591,971 9,708,032 

経常利益 （千円） 438,926 279,865 714,935 

四半期（当期）純利益 （千円） 248,203 167,153 416,297 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 300,745 300,745 300,745 

発行済株式総数 （千株） 4,105 4,105 4,105 

純資産額 （千円） 7,547,615 7,771,234 7,663,632 

総資産額 （千円） 8,855,575 8,955,211 8,916,622 

１株当たり四半期（当期）

純利益金額 
（円） 62.21 41.89 104.34 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 15.00 15.00 30.00 

自己資本比率 （％） 85.2 86.8 85.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △71,145 △46,148 382,475 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 117,765 △154,087 △32,899 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △59,814 △59,889 △119,710 

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高 
（千円） 1,948,658 1,931,591 2,191,716 

 

回次
第60期

第２四半期会計期間
第61期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.29 29.28 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．第60期第２四半期累計期間の１株当たり配当額15円は、創業110周年記念配当５円を含んでおります。

６．第61期第２四半期累計期間の１株当たり配当額15円は、法人改組60周年記念配当５円を含んでおります。

７．第60期の１株当たり配当額30円は、創業110周年記念配当５円及びアトムブランド誕生60周年記念配当５円

を含んでおります。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀の金融緩和政策を背景として緩やかな

回復の動きを示したものの、消費税率引き上げに伴う個人消費の停滞により実体経済の持ち直しは鈍く、円安進行

による輸入原材料価格の高騰や新興国経済の成長鈍化など、景気の先行きに対する不透明感は、依然として払拭で

きない状況の下で推移いたしました。

 当社の関連する住宅市場におきましては、低水準にある住宅ローン金利や被災地での着工増加に加え、住まい給

付金など政府による税負担軽減策をも背景として、底堅い推移を示すと見られたものの、増税前の駆け込み需要の

反動は想定以上に大きく、併せて労務費及び建設資材の高騰、人手不足による工期や着工の遅延などもあり、新設

住宅着工戸数は減少傾向のまま推移いたしました。

 このような状況の下、当社は今期を最終年度とする「第８次中期経営計画（第59期～第61期）」において「次世

代に向けた企画開発力の向上」を基本方針に掲げ、住宅関連産業における企画開発型企業として、より現場主義に

徹した商品開発を目指して、機能性と利便性を向上しつつ、市場のニーズに応えるものづくりを推進するととも

に、法人改組60周年の節目を迎えた昨年10月には、東京（アトムＣＳタワー）及び大阪（アトム住まいの金物ギャ

ラリー大阪事業所）の２拠点において「秋の内覧会」を開催、全方位のお客様に対する積極的な営業活動に最大の

努力を傾注し、併せて販売費及び一般管理費の圧縮など、調整かつ管理可能な諸施策を講じつつ、困難な市場環境

に対応し得る営業体制とこれを支える管理体制の強化を図るべく、各々の課題に取り組んで参りました結果、当第

２四半期累計期間の業績は売上高4,591百万円（前年同期比6.3％減）、営業利益255百万円（前年同期比38.7％

減）、経常利益279百万円（前年同期比36.2％減）、四半期純利益167百万円（前年同期比32.7％減）となりまし

た。

 

(2）財政状態の分析

 当第２四半期会計期間末の資産総額は8,955百万円となり、前事業年度末に比べ38百万円の増加となりました。

主な内容は、有価証券が200百万円減少しましたが、受取手形及び売掛金が144百万円、無形固定資産が92百万円そ

れぞれ増加したこと等によるものです。

 負債につきましては1,183百万円となり、前事業年度末に比べ69百万円の減少となりました。主な内容は、未払

法人税等が77百万円減少したこと等によるものです。

 純資産につきましては7,771百万円となり、前事業年度末に比べ107百万円の増加となりました。主な内容は、配

当金支払で59百万円減少しましたが、当第２四半期累計期間における四半期純利益で167百万円増加したこと等に

よるものです。
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(3）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ260百万

円減少し、1,931百万円となりました。

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果、使用した資金は46百万円（前年同期は71百万円の減少）となりました。

 主な資金増加要因は、税引前四半期純利益279百万円、資金流出ではない減価償却費80百万円等によるもので

す。また主な資金減少要因は、売上債権の増加額144百万円、法人税等の支払額171百万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、使用した資金は154百万円（前年同期は117百万円の増加）となりました。

 これは主に商品開発の金型など有形固定資産の取得による支出62百万円、情報システムの更新に伴う無形固定

資産の取得による支出97百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果、使用した資金は59百万円（前年同期は59百万円の減少）となりました。

 これは配当金の支払額59百万円によるものです。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(5）研究開発活動

 当第２四半期累計期間における研究開発費の総額は41百万円であります。

 なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,420,000

計 15,420,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 4,105,000 4,105,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,105,000 4,105,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 4,105 － 300,745 － 273,245
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(6)【大株主の状況】

    平成26年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

高橋不動産株式会社 東京都台東区入谷１－27－４ 985 24.00 

高橋 良一 東京都台東区 600 14.61 

アトムリビンテック取引先持株会 東京都台東区入谷１－27－４ 339 8.26 

アトムリビンテック従業員持株会 東京都台東区入谷１－27－４ 291 7.10 

高橋 快一郎 東京都台東区 190 4.62 

高橋 寿子 東京都台東区 157 3.82 

大塚 李代 東京都台東区 137 3.33 

アトムリビンテック株式会社 東京都台東区入谷１－27－４ 115 2.80 

佐藤 俊夫 山形県鶴岡市 92 2.25 

磯川産業株式会社 東京都荒川区東日暮里２－11－５ 81 1.98 

計 － 2,989 72.82 

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  115,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,989,600 39,896 －

単元未満株式 普通株式    300 － －

発行済株式総数 4,105,000 － －

総株主の議決権 － 39,896 －

（注） 単元未満株式は、当社保有の自己株式17株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

アトムリビンテック株式会社

東京都台東区入谷

一丁目27番４号
115,100 － 115,100 2.80

計 － 115,100 － 115,100 2.80

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年10月１日から平成26

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年７月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、監査法人よつば綜合事務所による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年６月30日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,391,716 1,331,591 

受取手形及び売掛金 2,389,416 ※ 2,533,839 

有価証券 900,520 700,220 

商品 530,704 588,049 

その他 72,111 108,395 

貸倒引当金 △239 △253 

流動資産合計 5,284,230 5,261,843 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 1,115,642 1,085,982 

工具、器具及び備品（純額） 112,454 120,214 

土地 1,027,767 1,027,767 

その他（純額） 13,614 12,408 

有形固定資産合計 2,269,480 2,246,373 

無形固定資産 40,266 132,815 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,215,560 1,219,984 

その他 107,085 94,242 

貸倒引当金 △0 △46 

投資その他の資産合計 1,322,645 1,314,179 

固定資産合計 3,632,391 3,693,368 

資産合計 8,916,622 8,955,211 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年６月30日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 501,053 574,200 

未払法人税等 174,474 96,594 

製品補償引当金 39,909 39,909 

その他 171,245 149,230 

流動負債合計 886,681 859,934 

固定負債    

退職給付引当金 174,944 153,138 

役員退職慰労引当金 172,762 168,303 

その他 18,600 2,600 

固定負債合計 366,307 324,042 

負債合計 1,252,989 1,183,977 

純資産の部    

株主資本    

資本金 300,745 300,745 

資本剰余金 273,245 273,245 

利益剰余金 7,115,235 7,222,540 

自己株式 △64,475 △64,475 

株主資本合計 7,624,749 7,732,054 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 38,883 39,179 

評価・換算差額等合計 38,883 39,179 

純資産合計 7,663,632 7,771,234 

負債純資産合計 8,916,622 8,955,211 
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 4,899,832 4,591,971 

売上原価 3,524,719 3,338,528 

売上総利益 1,375,113 1,253,443 

販売費及び一般管理費 ※ 957,727 ※ 997,732 

営業利益 417,385 255,711 

営業外収益    

受取利息 5,077 5,964 

受取配当金 1,351 1,495 

仕入割引 14,643 13,865 

その他 1,771 4,253 

営業外収益合計 22,843 25,579 

営業外費用    

雑損失 1,301 1,425 

営業外費用合計 1,301 1,425 

経常利益 438,926 279,865 

特別利益 － － 

特別損失    

固定資産除却損 3,568 43 

特別損失合計 3,568 43 

税引前四半期純利益 435,358 279,822 

法人税、住民税及び事業税 171,526 94,256 

法人税等調整額 15,628 18,412 

法人税等合計 187,154 112,669 

四半期純利益 248,203 167,153 
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益 435,358 279,822 

減価償却費 62,856 80,207 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,013 60 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △896 △21,805 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,583 △4,458 

受取利息及び受取配当金 △6,428 △7,459 

有価証券償還損益（△は益） △1,480 － 

固定資産除却損 3,568 43 

売上債権の増減額（△は増加） △461,190 △144,469 

たな卸資産の増減額（△は増加） △44,737 △57,345 

仕入債務の増減額（△は減少） 144,304 77,079 

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,376 △11,698 

その他 12,699 △71,726 

小計 124,081 118,248 

利息及び配当金の受取額 5,906 6,823 

法人税等の支払額 △201,133 △171,220 

営業活動によるキャッシュ・フロー △71,145 △46,148 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の償還による収入 300,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △172,670 △62,752 

無形固定資産の取得による支出 △11,498 △97,553 

投資有価証券の取得による支出 △1,799 △101,799 

投資有価証券の売却による収入 － 100,309 

貸付けによる支出 △750 － 

貸付金の回収による収入 1,613 1,113 

その他 2,871 6,596 

投資活動によるキャッシュ・フロー 117,765 △154,087 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △59,814 △59,889 

財務活動によるキャッシュ・フロー △59,814 △59,889 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,193 △260,125 

現金及び現金同等物の期首残高 1,961,852 2,191,716 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,948,658 ※ 1,931,591 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※ 四半期会計期間末日満期手形

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（平成26年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 － 105,470千円

 

（四半期損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期累計期間 
（自 平成25年７月１日 

  至 平成25年12月31日） 

 当第２四半期累計期間 
（自 平成26年７月１日 

  至 平成26年12月31日） 

給料及び手当 284,230千円 286,027千円 

減価償却費 60,626 80,207 

退職給付費用 41,147 40,901 

役員退職慰労引当金繰入額 10,416 10,341 

貸倒引当金繰入額 △2,969 60 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間

（自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 1,948,658千円 1,331,591千円

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 － 600,000

現金及び現金同等物 1,948,658 1,931,591
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月25日

定時株主総会
普通株式 59 15.00 平成25年６月30日 平成25年９月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年１月30日

取締役会
普通株式 59 15.00 平成25年12月31日 平成26年３月11日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額15円には、創業110周年記念配当５円を含んでおります。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月25日

定時株主総会
普通株式 59 15.00 平成26年６月30日 平成26年９月26日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額15円には、アトムブランド誕生60周年記念配当５円を含んでおります

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年１月29日

取締役会
普通株式 59 15.00 平成26年12月31日 平成27年３月11日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額15円には、法人改組60周年記念配当５円を含んでおります。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成26

年７月１日 至 平成26年12月31日）

 当社は、住宅用内装金物事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 62円21銭 41円89銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 248,203 167,153

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 248,203 167,153

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,989 3,989

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成27年１月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額       59,848千円

(ロ）１株当たりの金額            15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成27年３月11日

（注）１．平成26年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．１株当たりの金額15円には、法人改組60周年記念配当５円を含んでおります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月６日

アトムリビンテック株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人 よつば綜合事務所 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 神 門  剛     印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 高 屋  友 宏   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアトムリビンテ

ック株式会社の平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間（平成26年10月１日

から平成26年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年７月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アトムリビンテック株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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